
水道水源保全地区における行為の事前協議について（答申（案）） 

 

  平成 29 年４月 25 日付 29 水大第 39 号で諮問のあった東海旅客鉄道株式会社（以下

ＪＲ東海という。）による中央新幹線中央アルプストンネルの建設に係る「水道水源

保全地区における行為の事前協議」について、当審議会は専門委員会を設置し、ＪＲ

東海による追加調査の審議を行うとともに、現地調査及び南木曽町や地元の意見聴取

を行い、別紙のとおり論点を整理し、妻籠水道水源への影響等を検討した。 

 妻籠水道水源への影響及び同意する際の条件について、当審議会における検討結果

は以下のとおりである。 

 

 

１ 水道水源への影響について 

 

 妻籠水道水源保全地区と地下の断層破砕帯集中域の分布が重なっていることは偶

然ではない。地史的にまず破砕帯の存在があり、それが地表の大崖と土石流堆積物

の形成につながり、それらが妻籠水道水源（以下「水源」という。）の原水である地

下水の涵養に大きく貢献していると考えられる。そのため、水源への影響を予測す

るには地下の断層破砕帯の分布と性状を把握することがきわめて重要である。 

事前協議書及び追加調査により、水源の地下水涵養経路と中央新幹線の計画路線

付近の地下水涵養経路がある程度区別できると考えられるが、トンネル工事に伴っ

て大量出水が生じた場合、断層破砕帯等を介して地下水流動系そのものが大きく変

化することがあり、その際には水源に影響が及ぶ事態も否定できない。 

 しかし、トンネル工事による水源への影響の有無やその程度については、現状で

明確に判断することは困難である。 

このため、同意する際には、次の条件を付す必要があると考える。 

 

２ 同意する際の条件 

 

(1) 水量について 

 ア 南木曽町が妻籠水道水源として必要とする最大取水量（平常時477.1ｍ3/日、

緊急時 718.5ｍ3/日）を確保すること。 

 

 (2) モニタリング調査について 

  ア 大崖沢の土石流堆積物の上に浅層の観測井と中央新幹線の計画路線付近の

深層の観測井を設置し観測体制を強化すること。  

  イ 妻籠水道水源の湧水量を把握するなどトンネル工事による影響の有無を確

認できる体制を整備すること。 

  ウ 観測井の水位変動が自然現象によるものなのか人為的トンネル工事による

ものなのか判断できるよう、観測井の水位について、施工前、施工中及び施

行後一定期間（５年間）観測を行うこと。 
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(3) 施工について 

 ア 平成 29 年４月６日付で提出された「水道水源保全地区内行為事前協議書」

（以下「事前協議書」という。）及び関係法令等に基づき、妻籠水道水源に影

響が生じないように施工に努めること。 

 イ 第５回専門委員会に提出した施工フローに基づき施工すること。 

 ウ 施工により妻籠水道水源に影響が生じた場合を想定し、施工及びモニタリン

グ方法等について予め対策を確保しておくこと。 

 エ 万が一、妻籠水道水源に影響が生じた場合は、速やかに南木曽町及び長野県

に報告するとともに必要な対策を実施すること。 

  

(4) 情報提供について  

 ア 工事に関する情報は積極的に提供するとともに、南木曽町と情報提供の方法、

手段等について取り決めを行うこと。 

 イ トンネル工事により発生するリスクを整理し、そのリスクに対する対応策を

地元に説明すること。 

   

(5) その他 

 ア 事前協議書に記載している事項と状況が大きく変わる又は変わる恐れがあ

る場合は、速やかに南木曽町及び長野県に報告すること。 

 イ 南木曽町からトンネル工事箇所への立入の求めがあった場合は、出来る限り

応じること。 

 ウ 南木曽町から要請があれば、妻籠水道水源の保全等に関する事項について文

書による確認を行うように努めること。 

  

３ 付帯意見 

 

 (1) ＪＲ東海は、地理・地質的な制約から本水道水源地区内を通過するルートを選

定したものであるから、水道水源に影響のないよう最善の策を講じるとともに、

南木曽町及び住民との信頼関係を構築していくべきである。 

  (2) 県においては、ＪＲ東海に対してトンネル工事の進捗状況について報告を求め、

必要な助言ができる体制を整備しておくことが望ましい。 

 

  



別紙 

 

第１ 基本的事項 

 

１ 妻籠水道水源保全地区の概要 

 三留野・妻籠簡易水道は、妻籠水源の他、梨子沢の表流水を原水とする水源

を有しており、給水人口は 1,613 人である。 

 妻籠水道水源保全地区は、三留野・妻籠簡易水道のうち妻籠地区の水源を対

象とした地区で面積 85ha、その大部分は山林である。湧水を原水とする 2つ

の水源(第１及び第２水源)を有し、平成 27 年度の実績取水量は２水源合わ

せて 496.6ｍ3/日である。 

 水源は、滅菌処理のみで水道水として配水している。 

 

   

２ 妻籠水道水源保全地区における行為の概要 

 南木曽町における中央新幹線の計画路線は、阿智村境からトンネルで西北西

方向に進み、途中、吾妻大妻籠地区内で西南西に方向を変え岐阜県境に至る。

南木曽町の通過延長約 10kｍは全てトンネルである。このうち、岐阜県境に

接する妻籠水道水源保全地区内を東北東から西南西に延長約 900ｍ、幅約 

14ｍで横断する計画である。 

 計画路線から、第１水源、第２水源までの水平距離はそれぞれ約 440ｍ、  

約 390ｍである。 

 保全地区内の施工については、岐阜県中津川市山口地区（山口工区）からの

掘削と、長野県南木曽町蘭地区（尾越工区）からの掘削が計画されている。

施工中の坑内湧水については、各非常口からの排水を行う計画である。 

 

３ 行為地及び行為地周辺の状況 

 当該保全地区の地質は主に領家帯花崗岩類で、馬籠峠断層、断層破砕帯及び

割れ目帯が集中し、古くからがけ崩れの常襲地帯である。 

 水道水源の上部に位置する下り沢の大崖地籍は、古くから土石流の被害が繰

り返されており、土石流堆積物が堆積している。 

 保全地区や周辺部には妻籠水道水源以外にも多数の湧水がある。 

 

 

第２ 専門委員会での論点整理 

 

  専門委員会では、妻籠水道水源への影響等に関し、次の４点に論点を整理し検討

を行った。 

１ 第１、第２水源の涵養量等について 

 想定涵養量は、大崖沢、権現沢、男ダル川、北部湧水エリアでの流域単位で



算出した結果、１月期：約 1.155ｍ3/分（1,663ｍ3/日）、９月期：約 1.516   

ｍ3/分（2,183ｍ3/日）であり、水源の認可取水量は概ね 20％程度である。  

 妻籠水道水源として最大必要取水量は、平常時 477.1ｍ3/日、緊急時 718.5 

ｍ3/日である。 

 水源での取水量だけでなく、実際の湧水量を計る必要がある。 

 第１、第２水源の湧水量の把握と合わせて、長期的な変動を把握する必要が

ある。 

 

２ トンネル工事による、第１、第２水源の水量・水質への影響について 

 当水道水源保全地区と地下の断層破砕帯集中域の分布が重なっていること

は偶然ではない。地史的にまず破砕帯の存在があり、それが地表の大崖と土

石流堆積物の形成につながり、それらが水源の地下水涵養に大きく貢献して

いる。そのため、水源への影響を予測するには地下の断層破砕帯の分布と性

状を把握することがきわめて重要である。 

 事前協議書及び追加調査により、水源の地下水涵養経路と現状の岩盤中の地

下水涵養経路がある程度区別できると考えられる。しかし、トンネル工事に

伴って大量出水が生じた場合、断層破砕帯等を介して地下水流動系そのもの

が大きく変化することがあり、その際には水源に影響が及ぶ事態も想定され

る。示された調査結果は深層地下水の流出とそれに伴う水源への影響のリス

クを否定するものではない。 

 本専門委員会における検討では、ＪＲ東海が事前協議書で示した「トンネル

工事が水源に直接影響することはない」とする根拠は得られていない。 

 南木曽町は、町自身でも影響があるかどうかを判る様に、データを計測して

おくべきである。 

 

３ トンネル工事の工法等について 

 あらかじめ長い期間のデータを集めて、観測井の水位変動が自然現象による

ものなのか人為的トンネル工事によるものなのかわかるようにしたほうがよ

い。 

 土石流堆積物内部や岩盤内の破砕帯を直接見ているわけでないので、観測井

の設置等は、ボーリングしながら土質性状や地質の構造を見ることができる

限られた貴重な機会である。深層及び浅層井戸では土石流堆積物の性状と破

砕帯の性状を確かめながら、透水試験も実施するのが効率的である。 

 地元が非常に大切にする水源に係るトンネル工事なので、トンネル工事の水

源への影響を調べるために調査が大変重要であることを南木曽町が地元に説

明して、地元の協力が得られるようにするのがよい。その上で、ＪＲ東海が

きちんと説明しやすい環境を作れば、よい事例となる。 

 施工フロー中に、先進ボーリングで「深井戸水位低下、浅井戸水位低下、水

源水量減」となった場合、「施工方法を再検討」となっているが、掘ってしま

ってからでは後戻りできなくなるので慎重に判断する必要がある。 



 先進ボーリング及び本坑掘削に伴い、周辺地下水への影響が軽微な場合であ

ってもそれを見逃さず、かつ影響が拡大する前に適切に対応できるよう、施

工フローに沿った万全の体制を用意しておく必要がある。 

 

４ 南木曽町の意見（平成 29 年７月 31 日付け 29 も戦第 44 号）への対応について 

 協定締結にあたっては、工事着工後でも何らかの変化があった際、町が必要

と認めたら、町の現地への立入権を認めるような条件を盛り込んだほうがよ

い。ＪＲ東海の測定データだけでは分かり難いので、透明性が高ければ高い

ほど信頼関係が厚くなる。 

 水源等への影響がみられない場合であっても、ＪＲ東海は町に定期的に情報

提供を行い、地元住民の不安解消に努めること。また万一水源への影響が生

じた場合は、軽微な兆候が見られた時点から随時情報提供を行い、影響の拡

大前に関係者が適切に対応できるよう、誠意をもって迅速に対処すること。 

 

 

 

 










